






































自由貿易協定（Free Trade Agreement: FTA
（５）
）は、各締約国の国内法令にお
（ 1 ）　2010年 3 月に当初 8 カ国により交渉が開始され、日本は2013年 7 月に交渉に参
加した。2016日 2 月にニュージーランド（NZ）のオークランドで署名され、日本





ナーシップ協定（Comprehensive and Progressive Agreement for Trans―Pacific 
Partnership: CPTPP、2018年 3 月署名）では、労働章及び環境章は凍結対象項目か
ら除かれており、TPP に含まれる社会的価値関連規定に影響はない。
（ 2 ）　リスボン条約発効以前の本来であれば EC（European Communities）と表記
する必要がある場合でも、本稿はその歴史的記述を特筆するものではないため、条
文上の表現をそのまま用いる場合を除き EU で用語を統一した。
（ 3 ）　EU とカナダは2009年 5 月の首脳会議で FTA の交渉開始を正式に発表した。
2016年10月に署名され、2017年 9 月21日に暫定的に発効した。CETA の交渉の時系
列 に つ い て は、 カ ナ ダ 政 府 の HP が 詳 し い。〈www.international.gc.ca/trade―
commerce/trade―agreements―accords―commerciaux/agr―acc/ceta―aecg/chronology
―chronologie.aspx?lang=eng〉（2017年12月28日最終アクセス）。
（ 4 ）　トランプ米政権は2018年 9 月30日、北米自由貿易協定（NAFTA）の見直しで
カナダと合意したと発表した。同年 8 月27日に既に合意済みのメキシコとあわせ





（ 5 ）　関税及び貿易に関する一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade: 

















定（General Agreement on Trade in Services: GATS）上の「経済統合」（同 5 条
1 項）の双方、又はそのいずれかの設定を内容とするものをいう。しかし、このこ
とは FTA 上の規定が物品貿易とサービス貿易に限定されることを意味せず、日本
が用いる経済連携協定（EPA）を FTA と呼んでも問題はない（小寺彰「FTA と
WTO―代替か、補完か？」『国際問題』No. 566（2007年11月）、 5 頁）。
（ 6 ）　この問題に関する包括的な考察は、小寺彰編著『転換期の WTO―非貿易的
関心事項の分析』（東洋経済新報社、2003年）を参照。











82巻 3 号（2010年）、26―31頁）。 環 境 に 関 し て は、 既 存 の 多 数 国 間 環 境 条 約
（MEA）が定める経済的措置の WTO 協定適合性の問題、すなわち、WTO 紛争解




（ 8 ）　2013年時点で、WTO に通報された248の協定のうち58の協定に労働条項が含
まれている。ILO, Social Dimensions of Free Trade （2013）, p. 19.
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（ 9 ）　L. Bartels, “Social Issues: Labour, Environment and Human Rights,” in S. 
Lester and B. Mercurio （eds.）, Bilateral and Regional Trade Agreements: 
Commentary and Analysis （Cambridge University Press, 2015）, p. 381; S. Jinnah 
and E. Morgera, “Environmental Provisions in American and EU Free Trade 
Agreements: Preliminary Comparison and Research Agenda”, Review of European 

















































年）、254―274頁。L. Bartels, Supra （note 9 ）, p. 364; P. van den Bossce and D. 
Prevost, Essentials of WTO Law （Cambridge University Press, 2016）, p. 83; S. 
Charnovitz, “The World Trade Organization and Social Issues,” Journal of World 
Trade, Vol. 28, No. 5  （1994）, p. 17.













　上記のように、米国と EU では、FTA の社会的価値関連規定への対応



























（North American Free Trade Agreement: NAFTA、1994年）、及び、その附属
協 定 で あ る 北 米 労 働 協 力 協 定（North American Agreement on Labor 
Cooperation: NAALC、 同 年） と 北 米 環 境 協 力 協 定（North American 
Agreement on Environmental Cooperation: NAAEC、 同 年）、 米 ヨ ル ダ ン
FTA（2001 年）、CAFTA―DR（2006 年
（18）




















フォーラム（the Forum of the Caribbean Group of the African, Caribbean and 







に適用が開始された EU 韓国 FTA は、グローバル・ヨーロッパ策定後に EU が締


























関しては国際労働機関（International Labor Organization: ILO）の権限を尊重す
ることが述べられるに留まった（中川淳司「貿易と投資の自由化と環境保護」『社
會 科 學 研 究』 第 48 巻 6 号（1997 年）、 5 頁；WTO Singapore Ministerial 
Declaration, 13 December 1996, 13 International Trade Reporter 1979 （1996）, at 




（有斐閣、2008年）、210―212頁。中川淳司他著『国際経済法 第 2 版』（有斐閣、2012
年）、322―324頁参照）。
（24）　各国は自国の FTA のなかに、WTO 協定が規定する事項について約束や義務
を上乗せする「WTO ＋」、WTO 協定が規律しない事項について規定する「WTO
―X」を挿入している。WTO のデータセットは、労働市場規制及び環境法関連規
定を WTO―X に分類する。中川は、1990年以降に締結された90の FTA のうち、法
的義務を定めた WTO＋と WTO―X の規定を以下で整理している（中川淳司










　社 会 的 価 値 関 連 規 定 を 通 商 協 定 で 最 初 に 設 け た の は、1994年 の
NAFTA、及び、NAALC と NAAEC である
（27）

















義」馬田啓一他編著『日本の TPP 戦略 課題と展望』（文眞堂、2013年）、3―17頁を
参照）。
（26）　中川、同上、 9 頁。馬田啓一「21世紀型貿易とメガ FTA の潮流」石川幸一他
編著『メガ FTA と世界経済秩序　ポスト TPP の課題』（勁草書房、2016年）、5―7
頁。木村、同上、 5 頁。






























（28）　例えば、EU メキシコ FTA（2000年）第34条、第36条。EU チリ FTA（2002
年）第28条、第43条など。
（29）　米国と EU の FTA の社会的価値関連規定に関し、「制裁アプローチ」と「協
力アプローチ」の違いを指摘するものとして、労働分野については、International 
Institute for Labour Studies, Social Dimensions of Free Trade Agreements, 
Geneva: ILO, 2013. Revised edition 2015.　環境分野については、S. Jinnah and E. 
Morgera, supra （note 9）, pp.324―339. を参照。
（30）　カナダが他の締約国と締結する協定でも「制裁アプローチ」を採用する傾向が
あることについては、L. Bartels, supra （note 9）, p. 379.
（31）　EU と米国は、2013年 2 月に TTIP の交渉開始に向けた手続きに入り、EU で
6 月に外相理事会が欧州委員会に対する交渉の権限付与に合意したことを受け、
EU と米国は協定の締結に向けた交渉開始を宣言した。2013年 7 月に第一回の交渉
を行い、2015年10月までに11回の交渉を行った（日本貿易振興機構（ジェトロ）ブ





































（33）　中川淳司「TPP と日本―TPP の日本へのインパクトを探る―第 9 回 TPP
の内容 （ 2 ）供給網のグローバル化を支えるルール c 法制・経済制度の調和（承
前）」『貿易と関税』第65巻 2 号（2017年）、58頁。


























































（37）　Mary Jane Bolle and Ian F. Fergusson, “Worker Rights Provisions in Free 
Trade Agreements （FTAs）,” Congressional Research Service, In Focus IF10046 
（2015）.
　Richard K. Lattanzio and Ian F. Fergusson, “Environmental Provisions in Free Trade 
Agreements （FTA）,” Congressional Research Service, In Focus IF10166 （2015）.
（38）　USTR, Trade Facts: Bipartisan Trade Deal, May 2007.
（39）　ILO, “Declaration on Fundamental Principles and Rights at Work and its 
Follow―up,” adopted by the International Labour Conference at its Eighty―sixth 
Session, Geneva, 18 June 1998 （Annex revised 15 June 2010）.




































（42）　この要請の背景には、NAALC と NAAEC が NAFTA の附属協定として締結
され、他の通商分野とは異なる紛争解決手続を設けていたことがある。また、その
手続が煩雑であることが批判の対象とされた。NAALC の紛争解決手続に対する
批判に関しては、Marley S. Weiss, ‘Two Steps Forward, One Step Back – or Vice 
Versa: Labor Rights under Free Trade Agreements from NAFTA, through Jordan, 
via Chile, to Latin America, and Beyond,” University of San Francisco Law 






























（43）　Bipartisan Congressional Trade Priorities and Accountability Act of 2015. P.L. 
114―26 . 129 S t a t . 320 f f . 19 U . S . C . 4201 . S e c t i o n 102（b） （10） L a b o r a n d 
Environment.
（44）　EU の FTA の類型に関しては、長部重康「メガ FTA 時代の到来と EU―ユ
ーロアフリカを北米、アジア太平洋に連携する―」同編著『日・EU 経済連携協
定』前掲（注12）、11頁。
（45）　EU の FTA 政策に関しては、関根、前掲（注12）、102―104頁参照。
（46）　長部、前掲（注44）、14―19頁。








（49）　European Commission, “Trade, Growth and World Affairs: Trade Policy as a 


















を実現しようとする方針を採用するようになっている。EU の FTA で、
EU の価値を実現するための役割を特に担うのが TSD 章である
（53）
。








（51）　European Commission, “Trade for All, Towards A More Responsible Trade 




（53）　L. Bartels, “The EU’s Approach to Social Standards and the TTIP,” in S. 
Khorana （ed.）, The Transatlantic Trade and Investment Partnership （TTIP） 
Negotiations between the EU and the USA: Caught between Myth and Reality? 
（CIDOB Ediciones, 2015）, p.83.
（54）　持続可能な開発の原則にはじめて言及したのは EU ハンガリーFTA（1993年）
である（L. Bartels, Ibid., p. 86）。その他に、例えば、EU チュニジア FTA（1998
年）第48条、EU アゼルバイジャン FTA（1999年）第 1 条、EU アルメニア FTA
（1999年）第 1 条、第44条等がある。
（55）　L. Puccio and K. Binder, “Trade and sustainable development chapters in 




















で、欧州議会は交渉中の FTA の TSD 章に対し、以下の点を要求した。
欧州委員会は、交渉中の全ての FTA で、労働については ILO 宣言で述
べられる 8 つの中核的労働基準に対応する労働基準を、環境については








（56）　EU チリ FTA では、第二部「協力」で労働・環境に関する協力を規定する。
紛争解決手続は第四部「貿易関連事項」にのみ設けられおり、労働・環境の規定に
適用されない。
（57）　L. Puccio and K. Binder, supra （note 55）, pp. 2 ―3.
（58）　European Parliament resolution on Human rights, social and environmental 
standards in International Trade Agreements （2010）, O.J. C 99 E, 3.4.2012, p.31.
（59）　Regulation （EU） No 978/2012 of the European Parliament and of the Council 
of 25 October 2012 applying a scheme of generalized tariff preferences and 























　上記の勧告のうちのいくつかは、2010年の EU 韓国 FTA の締結以降、
協定に挿入されるようになった。EU 韓国 FTA は、労働・環境の問題を
扱う TSD 章を最初に挿入した協定である。第一の点に関しては、市民社
会 会 合（civil society forum） の 導 入、 及 び 市 民 社 会 勧 告 委 員 会（civil 














（61）　European Pariament resolution, supra （note 58）, paras. 15, 16.
（62）　Ibid., para. 22.
（63）　European Parliament resolution of 8  June 2011 on EU―Canada trade 































（65）　European Parliament resolution of 5  July 2016 on implementation of the 2010 
recommendations of Parliament on social and environmental standards, human 
rights and corporate responsibility （2015/2038 （INI））, P 8 _TA（2016）0298.
（66）　Ibid., para 21. 




（中川淳司「TPP と日本― TPP の日本へのインパクトを探る― 第12回　 3 。
TPP の日本への影響」『貿易と関税』第65巻 6 号（2017年）、23頁）。






























（71）　FTA の社会的価値関連規定を分析してきたバートルスも、本稿で挙げた 3 つ
の 実 体 的 義 務 に 焦 点 を 当 て て 分 析 す る（L. Bartels, “Human Rights, Labour 
Standards and Environmental Standards in CETA,” in S. Griller et al （eds.）, Mega
―Regional Trade Agreements: CETA, TTIP, and TiSA ― New Orientations for EU 






























152　　早法 94 巻 2 号（2019）
作為又は不作為がその裁量の合理的な行使又は誠実な決定の結果である場



























ことを妨げるものではない、と指摘する（D. Gantz, “Labor Rights and Environ-
mental Protection under NAFTA and Other U.S. Free Trade Agreements,” Inter―






















る。（ 1 ）NAFTA モ デ ル、（ 2 ） ヨ ル ダ ン モ デ ル、（ 3 ） 7 つ の FTA モ デ ル、
（ 4 ） 5 月10日合意モデル、である。（ 3 ）には、米チリ FTA（2004年）、米シンガ
ポ ー ル FTA（2004年）、 米 オ ー ス ト ラ リ ア FTA（2005年）、 米 モ ロ ッ コ FTA
（2006年）、CAFTA―DR、米オマーン FTA（2009年）が含まれる。（ 4 ）には、米
ペルーFTA（2009年）、米コロンビア FTA（2012年）、米韓国 FTA（2012年）が
含 ま れ る（M. Bolle, “Overview of Labor Enforcement Issues in Free Trade 
Agreements,” Cornell University ILR School DigitalCommons@ILR （2016））。 
　〈https://digitalcommons.ilr.cornell.edu/key_workplace/1492/〉（2018年 8 月20日最
終アクセス）。




strive to ensure）」と規定する。また、同条 3 項は、締約国が自国の労働基準を設
定する権利を有することを認めたうえで、各締約国は国際的に承認された労働者の
権利と調和するよう労働基準を定めるよう努める、と規定する。






（77）　米韓国 FTA 第19.2条 1 項。





第23.3条 1 項は、各締約国は、自国の労働法令が、ILO 宣言で掲げられる
労働における基本的な権利・原則を、具体化・規定する（embody and 
provide）ことを確保する（shall ensure）としている。EU の保護水準維持
規定に生じた変化は、2010年の EU 韓国 FTA との比較から明らかとなる。
EU 韓国 FTA 第13.4条 3 項は、締約国は自国の国内法令で ILO 宣言の基
本的な権利に関する原則を、尊重、促進、及び実現することを約束する
（The Parties, … , commit to…）としており、本条に法的拘束力はない。ま
た、その約束の内容も ILO 宣言の権利・原則を「尊重」することである。








。また、日 EU・FTA 第 3 条 2 項も同じ文言を採用している。
　このように、EU の FTA でも、締約国の国内法において ILO 宣言が言
及する権利及び原則を具体化、実現及び規定することを法的に義務付ける
条文が、将来の FTA で採用される可能性がある。しかし、EU の FTA
には、最新の協定であっても、「規制権及び保護の水準」という題の規定
が挿入されていることに留意する必要がある。この規定は、各締約国に
（78）　米国と EU が締結する韓国との FTA の労働条項に関する比較分析について
は、J. S. Vogt, “The Evolution of Labor Rithts and Trade – A Transatlantic Trade 
and Investment Partnership,” Journal of International Economic Law （2015）, Vol. 
18, pp. 849―850.
（79）　The European Union’s init ial proposal for legal text on “Trade and 











。米国の FTA にも、「 5 月10日合意」以前の協定に同じ内容の規定
があるが
（81）

















（80）　CETA 第23.1条 1 項で、保護水準の維持を法的義務としていることから、この
ような規制権に関する努力義務は意味のないもののようにも思える。しかし、明ら
かに労働の保護を怠ることはこの義務の違反となろう（L. Bartels, supra （note 
71）, p. 206）。































（83）　CAFTA―DR 第16.6条 7 項は、「いかなる締約国も、16.2.1（a）（筆者注 : 効果
的執行規定）を除く本章のいかなる規定の下で生じた本協定上のいかなる問題に関
しても紛争解決を用いてはならない」と規定する。CAFTA―DR が 1 つの実体的義
務違反のみにしか紛争解決章の適用を認めないことに対し、労働団体等から当該義
































の EU の FTA にも指摘することができる。EU―CARIFORUM FTA で
（84）　TPP 第19.5条 2 項。
158　　早法 94 巻 2 号（2019）
は、貿易又は投資を、国内労働法令で規定される保護の水準を弱めること
により、又は国内法令を逸脱又は適用を怠ることにより、比較優位を強化
又は維持するために貿易を奨励しないことに合意する（the Parties agree 
not to）、としていた（第188条 1 項）。同協定に効果的執行規定は挿入され
おらず、逸脱禁止規定の文言も「合意する」であることから、訓示規定で







FTA も効果的執行規定を法的義務として挿入し（第 2 条 2 項）、TTIP に
関する EU 側のポジション・ペーパーでも同じ提案がなされている（第17
条 3 項）。よって、今後 EU が締結する FTA でも、法的義務を定める逸脱
禁止規定及び効果的執行規定の双方が挿入される可能性が高いと現段階で
評価できる。
































文上の比較のみから考えられるのは、「 5 月10日合意」以降の FTA は







（85）　米チリ FTA 第19.1条、CAFTA―DR 第17.1条。








160　　早法 94 巻 2 号（2019）
たとも評価できる。したがって、MEA への言及による保護水準の引き上
げにより、締約国が要求される国内法令での高度な環境保護の規定及び奨
励 が 努 力 義 務 に と ど め ら れ た と 考 え ら れ う る。 対 象 協 定（covered 




　TPP も同様に MEA に言及しているが、従来の協定とはその規定振り
が異なる。TPP では、対象協定は挙げられておらず、各締約国は「自国











ー ル 議 定 書 に、 船 舶 に よ る 汚 染 か ら の 海 洋 環 境 の 保 護 に つ い て は
MARPOL に、海洋における捕獲漁業については違法、無報告、無規制


























EU 韓国 FTA 及び CETA には、そのような国内・地域間の環境基準の不
存在という限定が付されていない点で、両協定は EU―CARIFORUM 
FTA に比べ発展していると評価できる。また、EU―CARIFORUM FTA
では対象となる MEA への言及はないが、EU 韓国 FTA では国連気候変
動 枠 組 条 約 及 び 京 都 議 定 書（2005年） の 効 果 的 な 実 施（effectively 






では、IUU 漁業に対処するための行動を採用又は維持する（undertake to 
adopt or maintain）こと等を定める（第24.11条 b 号）。
（90）　EU―CARIFORUM FTA 第184条、EU 韓 国 FTA 第13.3条、 及 び CETA 第
24.3条。
（91）　EU 韓国 FTA 第13.5条 2 項、CETA 第24.2条 2 項。2006年のグローバル・ヨー
ロッパ以降の EU の FTA が含む環境章の特徴として MEA への言及を指摘するも
のとして、S. Jinnah and E. Morgera, Supra （note 9 ）, p. 332.
（92）　EU―CARIFORUM FTA 第185条。
162　　早法 94 巻 2 号（2019）
　日 EU・FTA の構造も CETA と同じであり、気候変動枠組条約及びパ
リ協定（2015年）を効果的に実施（effectively implement）することを確認











木及び材木産品の貿易についても規定する（第 7 条）。このように、EU で











し、米国の FTA では、MEA 上の義務を達成するための法令及び措置を
（93）　European Commission, “EU―US Transatlantic Trade and Investment 
























国が効果的執行規定を遵守しているとみなされる（17.2条 1 項 b 号）。
　労働分野では、「 5 月10日合意」以降に締結された米韓 FTA と TPP に
おいて、これらの裁量の行使が合理的か否か、資源の配分が誠実な決定の
結果生じたか否かを問わず、効果的執行義務の不遵守の理由として援用で





　EU の FTA にはそもそも「みなし規定」が存在せず、環境分野でも労
（94）　米韓 FTA 第20.3条第 1 項 b 号（ⅰ）、TPP 第20.3条 5 項。
164　　早法 94 巻 2 号（2019）
働分野と同様の傾向を指摘できる。すなわち、EU―CARIFORUM FTA
は逸脱禁止のみを努力義務として定めるのに対し、その後の EU 韓国
FTA 及び CETA は逸脱禁止と効果的執行の双方で法的義務を定める。例





また、日 EU・FTA 第 2 条 2 項、TTIP ポジション・ペーパー第17条 1 項








が見い出せる。このような要求は、米国と EU がそれぞれ締結する FTA
での社会的価値の取扱い方に変化を生じさせている可能性がある。以上の





































166　　早法 94 巻 2 号（2019）
の理由としては、第一に、労働の分野では ILO 宣言という統一的な参照
基準が存在していること、第二に、上記のような規制権と「みなし規定」



























































（96）　L. Bartels, supra （note 9 ）, p. 381; S. Jinnah and E. Morgera, supra （note 9 ）, 
p. 333. 
168　　早法 94 巻 2 号（2019）
くべきかを、これまで蓄積されてきた「貿易と非貿易的関心事項」との関
係に関する研究に立ち返って再検討する必要がある。また、本稿では紛争
解決章について取り上げなかったが、紛争解決手続や履行確保制度に関し
米国と EU との間に相違が存在するのも事実であり、この点に関する学
説の指摘は依然として重要である。この点については、EU の内部でも
TSD 章に紛争解決章の適用を認めるべきとの主張がなされていたことが
注目される。その要求は現段階の協定では達成されていないが、EU の協
定でも TSD 章で独自に専門家パネルを設置するなど、実体的義務の違反
に対し第三者が関与する仕組みを設けるようになっている。より実効的な
社会的価値関連規定を創設するために、なぜ紛争解決手続において経済的
措置の採用が求められるのか、その他の方法でそれを実現する方法はない
かについて、既存の FTA で構築された制度の特質、運用状況や実効性を
考察し、上記の EU の動向に照らして、紛争解決手続及び履行確保制度
に関しても米国と EU の協定間に共通の方向性を見出せるかを検討する
ことが今後の課題である。社会的価値関連規定の紛争解決手続の制度設計
に関しては、実体規定よりも激しい意見の対立が想定されるが、この点に
ついても、FTA で形成されつつある新たな法実態を解明したうえで、国
際経済法における社会的価値の位置付けを改めて問う必要がある。
＊ 本研究は、2017年度早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2017S―012）
による研究成果の一部である。
